
資料７－１－１
宇宙３機関の統合について

平成１４年４月１８日
文部科学省研究開発局

１．主な経緯
○文部科学省は、宇宙開発事業団、航空宇宙技術研究所及び宇宙科学研究所（宇

宇宙３機関の概要：参考１宙３機関）の統合を昨年８月に決定。 ･････
○青山副大臣を座長とする「宇宙３機関統合準備会議」において、統合後の新機
関のあり方等について検討。本年３月、報告書を取りまとめ。

宇宙３機関統合準備会議の構成：参考２･････

２．宇宙３機関統合準備会議の報告書のポイント
統合検討に当たっての基本原則
①機能を重点化。
②重点化に当たっては、宇宙・航空科学技術の基盤技術の強化に特に配慮。
③効率的、効果的な研究開発等を実施するための最適な組織体制を構築。
④世界最高水準の宇宙科学研究遂行のために最適な運営システムを構築。
⑤産業界との円滑な連携・協力の推進。
統合後の新機関

、 。◎宇宙開発 宇宙科学研究及び航空科学技術の研究開発の中核的機関として設置
◎宇宙３機関を４部門に再編成し、基礎研究から開発まで一貫した研究開発を効
率的・効果的に推進。プロジェクトは、４部門から横断的にチームを編成。

新機関における業務遂行のための組織イメージ：参考３･････
◎宇宙利用の拡大、宇宙産業の発展に資する柔軟かつ強固な産学官の連携・協力
体制を構築。

◎宇宙３機関が対象としている幅広い分野で大学院教育協力等を通じた人材養成
を推進。

◎非国家公務員型独立行政法人として柔軟に運営。
主な統合効果
◎ロケットの開発、打上げ、追跡管制について一元化し、一つの方針の下で効率
的・効果的に実施。

◎大学、公的研究開発機関及び産業界との強固なネットワークの構築。
◎事務管理､試験施設等を整理合理化し､スリム化された経営管理体制を構築。

３．今後の対応
統合準備会議の報告を受け、以下を踏まえつつ、引き続き統合準備を実施。
○新機関の創設準備の段階から文部科学省と産業界等との連携を十分に図るべく
設置した「宇宙３機関・産業界等宇宙開発利用推進会議」における検討

宇宙３機関・産業界等宇宙開発利用推進会議の構成等：参考４･････
○宇宙開発委員会における、新機関の事業の重点化に関する具体的検討

新機関における事業の重点化について（宇宙開発委員会決定 ：参考５･････ ）
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　　（昭和３８年に航空技術研究所から改称）

　　　　　　　独立行政法人

　　　　　　　　　４１２人

　　　　　　　　２２９億円
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基盤技術の研究
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等）

＜液体エンジンの要素技術研究＞
・ ＬＥ－５、ＬＥ－７用液体酸素ターボポンプの
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○先行的/基礎的な研究、我が国
　唯一の航空宇宙技術の研究機関

基盤技術の研究
・ 衛星の要素技術の研究（軸受、イオンエンジン
等）

＜液体エンジンの要素技術研究＞
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　　　　　　　　　昭和４４年

　　　　　　　　　特殊法人

　　　　　　　　　１，０９０人

　　　　　　　　１，４４７億円

○国策としての人工衛星及び
　ロケットの開発

社会経済への貢献、国の
安全の確保
・ 超高速インターネット衛星
・ 環境観測技術衛星
・ 情報収集衛星 等
（２～３ t 超の大型
　衛星が中心）

＜H-ⅡA ロケット＞
○我が国の次期主力ロケットとして開発中の大型
　ロケット。今後の国際宇宙ステーションへの補給等
　の輸送需要に柔軟に対応

　静止軌道に約２ t
　（高度 36,000km）
　低軌道に約１０ ｔ
　（高度 250km）

○液体燃料ロケット
・ 軌道投入精度に優れて
　いる
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○液体燃料ロケット
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　　　　　　　昭和５６年
　　　（前身の東大宇航研は昭和３９年）

　　　　　大学共同利用機関

　　　　　　　　　２９４人

　　　　　　　　１８０億円

○基礎科学分野の研究、大学院
　教育による人材育成

知的フロンティアの拡大
・ Ｘ線観測衛星
・ 太陽観測衛星
・ 火星探査機
・ 小惑星探査機 等
（数百kg の中型
　衛星が中心）

＜M-Vロケット＞
○科学衛星の打上げに適した中型ロケット

　　低軌道に約１.８ t
　　（高度 250km）
　　地球重力脱出軌道
　　に約０.５ t

○固体燃料ロケット
・ 構造が簡単、製作・取扱い
　が容易

＜観測用小型ロケット＞
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参考２参考２参考２参考２
宇 宙 ３ 機 関統合準備会議構成員宇宙３機関統合準備会議構成員宇宙３機関統合準備会議構成員宇宙３機関統合準備会議構成員

座長 青 山 丘 文部科学副大臣座長 青 山 丘 文部科学副大臣座長 青 山 丘 文部科学副大臣座長 青 山 丘 文部科学副大臣

（宇宙開発委員）（宇宙開発委員）（宇宙開発委員）（宇宙開発委員）
井 口 雅 一 宇宙開発委員会委員長井 口 雅 一 宇宙開発委員会委員長井 口 雅 一 宇宙開発委員会委員長井 口 雅 一 宇宙開発委員会委員長

川 崎 雅 弘 宇宙開発委員会委員長代理川 崎 雅 弘 宇宙開発委員会委員長代理川 崎 雅 弘 宇宙開発委員会委員長代理川 崎 雅 弘 宇宙開発委員会委員長代理

栗 木 恭 一 宇宙開発委員会委員栗 木 恭 一 宇宙開発委員会委員栗 木 恭 一 宇宙開発委員会委員栗 木 恭 一 宇宙開発委員会委員

（宇宙３機関関係者）（宇宙３機関関係者）（宇宙３機関関係者）（宇宙３機関関係者）
戸 田 勧 航空宇宙技術研究所理事長戸 田 勧 航空宇宙技術研究所理事長戸 田 勧 航空宇宙技術研究所理事長戸 田 勧 航空宇宙技術研究所理事長

松 尾 弘 毅 宇宙科学研究所長松 尾 弘 毅 宇宙科学研究所長松 尾 弘 毅 宇宙科学研究所長松 尾 弘 毅 宇宙科学研究所長

山之内 秀一郎 宇宙開発事業団理事長山之内 秀一郎 宇宙開発事業団理事長山之内 秀一郎 宇宙開発事業団理事長山之内 秀一郎 宇宙開発事業団理事長

（有識者）（有識者）（有識者）（有識者）
飯 田 尚 志 通信総合研究所理事長飯 田 尚 志 通信総合研究所理事長飯 田 尚 志 通信総合研究所理事長飯 田 尚 志 通信総合研究所理事長

市 川 惇 信 東京工業大学名誉教授市 川 惇 信 東京工業大学名誉教授市 川 惇 信 東京工業大学名誉教授市 川 惇 信 東京工業大学名誉教授

江 名 輝 彦 宇宙通信株式会社代表取締役江 名 輝 彦 宇宙通信株式会社代表取締役江 名 輝 彦 宇宙通信株式会社代表取締役江 名 輝 彦 宇宙通信株式会社代表取締役
社長社長社長社長

小 平 桂 一 総合研究大学院大学長小 平 桂 一 総合研究大学院大学長小 平 桂 一 総合研究大学院大学長小 平 桂 一 総合研究大学院大学長

佐 藤 勝 彦 東京大学大学院理学系研究科佐 藤 勝 彦 東京大学大学院理学系研究科佐 藤 勝 彦 東京大学大学院理学系研究科佐 藤 勝 彦 東京大学大学院理学系研究科
研究科長研究科長研究科長研究科長

谷 口 一 郎 経 済団 体 連 合 会 宇宙 開 発 利 用推谷 口 一 郎 経 済団 体 連 合 会 宇宙 開 発 利 用推谷 口 一 郎 経 済団 体 連 合 会 宇宙 開 発 利 用推谷 口 一 郎 経 済団 体 連 合 会 宇宙 開 発 利 用推
進会議会長進会議会長進会議会長進会議会長

西 岡 喬 三 菱 重 工 業 株 式 会 社 代 表 取 締 役西 岡 喬 三 菱 重 工 業 株 式 会 社 代 表 取 締 役西 岡 喬 三 菱 重 工 業 株 式 会 社 代 表 取 締 役西 岡 喬 三 菱 重 工 業 株 式 会 社 代 表 取 締 役
社長社長社長社長

廣 渡 清 吾 東京大学学長特別補佐廣 渡 清 吾 東京大学学長特別補佐廣 渡 清 吾 東京大学学長特別補佐廣 渡 清 吾 東京大学学長特別補佐

安 田 靖 彦 早 稲田 大 学 理 工 学部 電 子 ・ 情報安 田 靖 彦 早 稲田 大 学 理 工 学部 電 子 ・ 情報安 田 靖 彦 早 稲田 大 学 理 工 学部 電 子 ・ 情報安 田 靖 彦 早 稲田 大 学 理 工 学部 電 子 ・ 情報
通信学科教授通信学科教授通信学科教授通信学科教授



関係機関関係機関関係機関関係機関 大学大学大学大学産業界産業界産業界産業界

新機関における業務遂行のための組織イメージ新機関における業務遂行のための組織イメージ新機関における業務遂行のための組織イメージ新機関における業務遂行のための組織イメージ

経営支援業務経営支援業務経営支援業務経営支援業務

基幹システム基幹システム基幹システム基幹システム
整備・運用業務整備・運用業務整備・運用業務整備・運用業務

情報通信情報通信情報通信情報通信
・・・・
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・・・・
・・・・

輸送系輸送系輸送系輸送系
開発開発開発開発
・・・・

・
・
・
・

研究開発プロ研究開発プロ研究開発プロ研究開発プロ
ジェクトチームジェクトチームジェクトチームジェクトチーム
編成の例編成の例編成の例編成の例

はははは
マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント
の方向の方向の方向の方向

衛星等利用システム衛星等利用システム衛星等利用システム衛星等利用システム
企画・開発及び企画・開発及び企画・開発及び企画・開発及び
利用促進業務利用促進業務利用促進業務利用促進業務

基盤的・先端的基盤的・先端的基盤的・先端的基盤的・先端的
技術開発業務技術開発業務技術開発業務技術開発業務

宇宙科学研究宇宙科学研究宇宙科学研究宇宙科学研究
・教育業務・教育業務・教育業務・教育業務

連携・協力連携・協力連携・協力連携・協力
プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

・・・・
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参考４

宇宙３機関・産業界等宇宙開発利用推進会議について

平成１４年３月２７日

文部科学大臣決定

１．趣旨

今後の宇宙利用を促進するため、宇宙３機関統合後の新機関創設準備段階

から文部科学省と産業界等との連携を十分に図ることができるよう文部科学

省、宇宙３機関・産業界及び関係省庁の宇宙関係機関等の関係者からなる推進

会議を設置する。

２．構成

（１）本会議は、文部科学大臣、文部科学副大臣、宇宙開発委員、宇宙３機

関関係者、産業界及び関係省庁の宇宙関係機関の有識者で構成する。

（２）本会議の座長は、文部科学大臣とする。

３．会議の運営

（１）本会議は、必要に応じて開催し、意見交換を行うこととする。

（２）本会議は、必要に応じて、会議を構成する構成員以外の有識者からも

意見を聴くこととする。

（３）本会議の下に実務担当者からなる幹事会を開催する。

（４）会議の庶務は、研究開発局宇宙開発利用課の協力を得て、研究開発局

宇宙政策課が行う。



宇宙３機関・産業界等宇宙開発利用推進会議構成員

座長 遠 山 敦 子 文部科学大臣

座長代理 青 山 丘 文部科学副大臣

（宇宙開発委員会委員）

井 口 雅 一 宇宙開発委員会委員長

川 崎 雅 弘 宇宙開発委員会委員長代理

栗 木 恭 一 宇宙開発委員会委員

五 代 富 文 宇宙開発委員会委員

立 川 敬 二 宇宙開発委員会委員

（宇宙３機関関係者）

戸 田 勧 航空宇宙技術研究所理事長

松 尾 弘 毅 宇宙科学研究所長

山之内 秀一郎 宇宙開発事業団理事長

（産業界）

伊 藤 源 嗣 石川島播磨重工業株式会社社長

江 名 輝 彦 宇宙通信株式会社代表取締役社長

庄 山 悦 彦 株式会社日立製作所取締役社長

竹 中 恭 二 富士重工業株式会社代表取締役社長

田 崎 雅 元 川崎重工業株式会社取締役社長



谷 口 一 郎 経済団体連合会宇宙開発利用推進会議会長
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新機関における事業の重点化について

平成１４年３月１３日
宇宙開発委員会決定

１．趣 旨
宇宙開発委員会は、２月２８日に開催された第６回宇宙３機関統合

準備会議において、遠山文部科学大臣より、新機関における宇宙開発
活動の重点化について、我が国全体の長期的視点も視野に入れて具体
的に検討するように指示を受けたところである。
ついては、以下のとおり検討を進めることとする。

２．検討事項
( )今後のロケット開発の進め方1
①基幹ロケットとしてのＨ－ⅡＡの今後
②中小型衛星の輸送手段
③その他

( )今後の衛星開発の進め方2
①先導的基幹プログラム
②その他

３．検討の進め方
( )宇宙開発委員会の定例会に、有識者を加え、審議を進め基本的な1
方針を検討する。

( )詳細に検討すべき事項があれば、計画・評価部会にて審議する。2

４．検討の日程
６月頃を目途に検討を進める。

５．結果
検討の結果は 「我が国の宇宙開発利用の目標と方向性」としてと、

りまとめる。


